
第３  2023 年度決算の状況  

 

１  一 般 会 計  

 

2 0 2 3 年 度 一 般 会 計 の 決 算 は 、 第 ９ ・ 1 0・ 1 1 表 の と お り で す 。  

歳 入 総 額 3 0 3 億 7 , 5 2 8 万 4 , 2 6 0 円 で 、前 年 度 対 比 2 . 9 2％ の 減 、歳 出

総 額 2 9 4 億 4 , 3 4 2 万 6 1 2 円 で 前 年 度 対 比 2 . 8 1％ の 減 で 、翌 年 度 へ 繰 越

す べ き 財 源 1 , 8 7 8 万 9 , 3 6 0 円 を 差 し 引 い た 実 質 収 支 額 は 、 ９ 億 1 , 3 0 7

万 4 , 2 8 8 円 の 黒 字 と な り ま し た 。  

 

歳 入 の 主 な も の に つ い て 、市 税 は 、総 額 6 5 億 3 , 5 0 6 万 2 , 2 3 3 円 で 、

歳 入 総 額 に 対 す る 構 成 比 は 2 1 . 5 1％ と な り ま し た 。 個 人 市 民 税 は 、 前

年 度 対 比 2 1 4 万 9 , 3 4 8 円 減 の 2 5 億 6 , 7 6 7 万 2 , 0 4 2 円 と な り ま し た 。法

人 市 民 税 は 、 前 年 度 対 比 1 , 1 6 1 万 7 , 4 2 2 円 増 の ４ 億 9 , 1 4 3 万 2 , 8 2 2 円

と な り ま し た 。固 定 資 産 税 は 、 2 6 億 6 , 6 5 1 万 7 , 5 3 2 円 で 、イ ン タ ー 周

辺 開 発 に 伴 う 土 地 分 の 増 額 な ど か ら 、 前 年 度 対 比 3 , 1 7 0 万 8 , 4 6 4 円 の

増 と な り ま し た 。 軽 自 動 車 税 は 、 種 別 割 が ２ 億 6 1 6 万 2 , 3 9 8 円 で 、 新

税 率 車 両 へ の 入 れ 替 わ り が 進 ん だ こ と に よ り 、前 年 度 対 比 5 7 5 万 6 , 8 3 1

円 の 増 と な り ま し た 。  

地 方 交 付 税 は 、総 額 5 6 億 5 , 2 8 6 万 円 、構 成 比 1 8 . 6 1％ と な り ま し た 。

介 護 ・ 保 育 人 材 等 の 処 遇 改 善 や 、 光 熱 費 等 の 物 価 高 騰 分 が 算 定 に 反 映

さ れ た こ と か ら 、 地 方 交 付 税 全 体 で は ２ 億 1 , 4 7 7 万 2 , 0 0 0 円 の 増 と な

り ま し た 。  

寄 附 金 は 3 9 億 3 , 1 0 3 万 7 , 8 7 7 円 、 構 成 比 1 2 . 9 4％ で 、「 信 州 須 坂 ふ

る さ と 応 援 寄 附 金 」 の 返 礼 品 提 供 事 業 者 の 増 加 や 、 返 礼 品 ラ イ ン ナ ッ

プ の 充 実 、 メ ー ル マ ガ ジ ン や 返 礼 品 同 梱 物 等 の 活 用 に よ る リ ピ ー ト 寄

附 の 増 加 に 加 え 、 国 の 制 度 改 正 を 受 け た 返 礼 品 率 の 見 直 し に 伴 う 平 均

寄 附 単 価 の 向 上 に よ り 、 前 年 度 対 比 ６ 億 7 , 6 5 3 万 3 , 9 6 0 円 の 大 幅 増 と

な り ま し た 。 な お 、「 信 州 須 坂 ふ る さ と 応 援 寄 附 金 」 約 3 9 億 2 , 0 0 0 万



円 の う ち 、 返 礼 品 や 諸 経 費 を 除 く 、 実 質 的 に 市 が 活 用 で き る 金 額 は 、

寄 附 額 全 体 の 約 4 5％ 、 約 1 7 億 6 , 0 0 0 万 円 で あ り ま す 。  

 国 庫 支 出 金 は 、 3 8 億 8 , 4 2 0 万 7 , 0 8 3 円 、 構 成 比 1 2 . 7 9％ で 、 新 型 コ

ロ ナ ウ イ ル ス ワ ク チ ン 接 種 対 策 費 負 担 金 や 、 社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

の 大 幅 減 に よ り 、前 年 度 対 比 で 1 1 億 5 , 5 2 6 万 1 , 6 5 3 円 の 減 と な り ま し

た 。主 な も の は 、国 庫 負 担 金 で 障 害 者 自 立 支 援 給 付 費 負 担 金 ５ 億 5 , 0 0 6

万 9 , 0 0 0 円 、 児 童 手 当 負 担 金 ４ 億 9 , 0 1 0 万 1 , 6 6 5 円 、 保 育 所 運 営 費 負

担 金 ３ 億 5 , 0 4 5 万 6 , 9 8 4 円 、 国 庫 補 助 金 で は 社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

（ 防 災 ・ 安 全 ） ５ 億 4 , 0 9 4 万 8 , 0 0 0 円 、 物 価 高 騰 対 応 重 点 支 援 地 方 創

生 臨 時 交 付 金 ５ 億 8 3 3 万 4 , 4 4 2 円 な ど で あ り ま す 。  

繰 入 金 は 2 1 億 4 , 5 0 0 万 7 , 7 6 9 円 、 構 成 比 7 . 0 6％ で 、 前 年 度 対 比 ６

億 5 4 3 万 8 , 6 9 6 円 の 増 と な り ま し た 。 財 政 調 整 基 金 及 び 信 州 須 坂 ふ る

さ と 応 援 基 金 か ら の 繰 り 入 れ の 増 加 が 主 な 要 因 で あ り ま す 。  

諸 収 入 は 、 1 8 億 4 , 8 5 0 万 9 , 4 2 4 円 、 構 成 比 6 . 0 9％ で 、 イ ン タ ー 周

辺 開 発 に 伴 う 開 発 事 業 者 負 担 金 の 皆 減 の ほ か 、 児 童 ・ 生 徒 一 人 あ た り

４ 万 円 分 の 学 校 給 食 費 を 公 費 負 担 と し た こ と な ど に よ り 、 前 年 度 対 比

５ 億 8 , 1 1 4 万 9 0 6 円 の 大 幅 減 と な り ま し た 。  

市 債 は 、 1 4 億 7 , 4 8 0 万 円 、 構 成 比 4 . 8 6％ で 、 地 方 財 政 計 画 に よ り

臨 時 財 政 対 策 債 が 大 幅 減 と な っ た ほ か 、 社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 事 業

の 減 な ど に よ り 、 前 年 度 対 比 ４ 億 2 , 9 5 0 万 円 の 減 と な り ま し た 。  

県 支 出 金 は 、 1 4 億 2 , 1 1 8 万 1 , 0 4 7 円 、 構 成 比 4 . 6 8％ で 、 コ ロ ナ 禍

で 実 施 し た 長 野 県 生 活 困 窮 世 帯 緊 急 支 援 金 や 第 ６ 波 対 応 事 業 者 支 援 交

付 金 な ど の 皆 減 に よ り 、 前 年 度 対 比 １ 億 5 , 3 1 4 万 1 , 0 9 8 円 の 減 と な り

ま し た 。主 な も の は 、障 害 者 自 立 支 援 給 付 費 負 担 金 ２ 億 6 , 9 8 3 万 5 , 2 7 0

円 、 保 育 所 運 営 費 負 担 金 １ 億 4 , 5 6 1 万 3 , 0 1 1 円 、 福 祉 医 療 費 給 付 事 業

補 助 金 １ 億 2 , 4 8 3 万 円 な ど で あ り ま す 。  

地 方 消 費 税 交 付 金 は 、 1 2 億 7 , 8 6 8 万 7 , 0 0 0 円 、 構 成 比 4 . 2 1％ で 、

消 費 需 要 の 停 滞 な ど か ら 、 前 年 度 対 比 1 , 7 9 4 万 3 , 0 0 0 円 の 減 と な り ま



し た 。  

分 担 金 及 び 負 担 金 は 、３ 億 5 , 3 5 1 万 7 , 2 9 1 円 、構 成 比 1 . 1 6％ で 、一

般 廃 棄 物 最 終 処 分 場 建 設 に 伴 う 周 辺 環 境 整 備 や 、 地 域 振 興 事 業 に 対 す

る 長 野 広 域 連 合 か ら の 負 担 金 の 増 に よ り 、 前 年 度 対 比 4 , 3 0 7 万 1 , 0 3 8

円 の 増 と な り ま し た 。  

使 用 料 及 び 手 数 料 は 、３ 億 1 , 2 1 7 万 6 , 5 6 4 円 、構 成 比 1 . 0 3％ で 、市

営 住 宅 望 岳 台 団 地 及 び 明 徳 団 地 に お け る 政 策 空 家 の 増 加 な ど か ら 、 前

年 度 対 比 2 8 8 万 4 , 9 1 3 円 の 減 と な り ま し た 。  

歳 出 の 主 な も の に つ い て 、 人 件 費 は 、 人 事 委 員 会 勧 告 等 に 基 づ く 給

与 改 定 に 伴 い 、一 般 職 員 給 与 等 が 増 加 し ま し た が 、定 年 引 上 げ に 伴 い 、

退 職 年 齢 が 伸 び た こ と に よ る 退 職 手 当 の 減 に よ り 、 前 年 度 対 比 １ 億

4 , 0 2 0 万 9 , 0 0 0 円 、 2 . 8 5％ の 減 と な り ま し た 。  

扶 助 費 に つ き ま し て は 、 国 の 「 電 力 ・ ガ ス ・ 食 料 品 等 価 格 高 騰 重 点

支 援 地 方 交 付 金 」 に よ る 、 住 民 税 均 等 割 非 課 税 世 帯 等 へ の 給 付 金 や 、

保 育 士 の 処 遇 改 善 等 に 伴 う 保 育 所 運 営 費 負 担 金 の 増 に 加 え 、 福 祉 医 療

費 給 付 金 の 対 象 を 1 8 歳 の 年 度 末 ま で 拡 大 し た こ と な ど に よ り 、前 年 度

対 比 ２ 億 1 , 8 4 6 万 9 , 0 0 0 円 、 4 . 9 3％ の 増 と な り ま し た 。 主 な も の は 、

児 童 手 当 給 付 費 ６ 億 9 , 4 6 0 万 円 、 保 育 所 運 営 費 負 担 金 ６ 億 8 , 5 7 8 万

8 , 0 0 0 円 、 物 価 高 騰 対 応 重 点 支 援 給 付 金 ３ 億 8 , 3 3 8 万 円 、 福 祉 医 療 費

給 付 金 ３ 億 3 , 8 9 6 万 9 , 0 0 0 円 な ど で あ り ま す 。  

物 件 費 は 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス ワ ク チ ン 接 種 に 要 す る 費 用 な ど が 減

少 し ま し た が 、 信 州 須 坂 ふ る さ と 応 援 寄 附 金 の 増 加 に 伴 い 、 手 数 料 な

ど の 諸 費 用 が 増 加 し た こ と か ら 、 前 年 度 対 比 １ 億 8 , 7 8 0 万 1 , 0 0 0 円 、

4 . 3 8％ の 増 と な り ま し た 。  

補 助 費 等 は 、 長 野 広 域 連 合 に 対 す る 環 境 推 進 費 負 担 金 や 、 信 州 須 坂

ふ る さ と 応 援 寄 附 金 の 増 加 に 伴 う 返 礼 品 等 が 増 加 し ま し た が 、 コ ロ ナ

禍 で 実 施 し た 、 第 ６ 波 対 応 新 型 コ ロ ナ 中 小 企 業 者 等 特 別 応 援 金 や お 店

限 定 応 援 商 品 券 事 業 補 助 金 の 皆 減 な ど に よ り 、 前 年 度 対 比 7 , 0 8 1 万



4 , 0 0 0 円 、 1 . 8 2％ の 減 と な り ま し た 。 主 な も の は 、 ふ る さ と 応 援 寄 附

金 寄 付 者 謝 礼 1 1 億 9 , 1 8 6 万 6 , 0 0 0 円 、長 野 広 域 連 合 環 境 推 進 費 負 担 金

２ 億 4 , 5 4 1 万 4 , 0 0 0 円 な ど で あ り ま す 。  

積 立 金 は 、「 信 州 須 坂 ふ る さ と 応 援 基 金 」 の 増 加 の ほ か 、 将 来 の 市

庁 舎 建 設 に 備 え た 「 庁 舎 建 設 基 金 」 の 積 み 立 て を 開 始 し ま し た が 、 イ

ン タ ー 周 辺 開 発 に 伴 う 開 発 者 負 担 金 の 減 債 基 金 へ の 積 み 立 て が 皆 減 と

な っ た こ と か ら 、 前 年 度 対 比 8 , 9 8 2 万 4 , 0 0 0 円 、 2 . 6 2％ の 減 と な り ま

し た 。 主 な も の は 、 信 州 須 坂 ふ る さ と 応 援 基 金 積 立 金 2 1 億 9 , 8 9 0 万

4 , 0 0 0 円 、 財 政 調 整 基 金 積 立 金 ４ 億 7 , 4 4 2 万 7 , 0 0 0 円 、 庁 舎 建 設 基 金

積 立 金 １ 億 円 な ど で あ り ま す 。  

普 通 建 設 事 業 費 は 、 前 年 度 対 比 1 1 億 1 , 2 5 4 万 6 , 0 0 0 円 、 2 6 . 4 4％ の

大 幅 減 と な り ま し た 。 補 助 事 業 で は 、 子 育 て 就 労 総 合 支 援 セ ン タ ー の

皆 減 や 、 イ ン タ ー 周 辺 開 発 に 伴 う 道 路 整 備 の 減 に よ り 、 前 年 度 対 比

5 7 . 3 2％ 減 の 1 3 億 7 , 6 5 1 万 3 , 0 0 0 円 、 単 独 事 業 で は 、 一 般 廃 棄 物 最 終

処 分 場 建 設 に 伴 う 周 辺 環 境 整 備 の ほ か 、 清 掃 セ ン タ ー 焼 却 施 設 解 体 工

事 や 市 図 書 館 の 長 寿 命 化 工 事 な ど 、市 債 を 活 用 し た 事 業 の 増 加 に よ り 、

前 年 度 対 比 7 5 . 6 1％ 増 の 1 6 億 8 , 1 6 0 万 4 , 0 0 0 円 で あ り ま す 。  

公 債 費 は 、 前 年 度 対 比 1 , 7 6 8 万 円 、 0 . 8 9％ の 増 と な り ま し た 。 2 0 2 3

年 度 末 に お け る 市 債 残 高 は 、前 年 度 対 比 ４ 億 7 , 5 5 6 万 6 , 0 0 0 円 減 の 2 0 3

億 2 , 6 4 2 万 7 , 0 0 0 円 で 、 こ の う ち 普 通 交 付 税 の 基 準 財 政 需 要 額 に 算 入

さ れ る 市 債 及 び 使 用 料 な ど の 特 定 財 源 で 補 て ん さ れ る 市 債 額 は 1 3 8 億

4 , 6 8 1 万 6 , 0 0 0 円 、 6 8 . 1％ で あ り 、残 り の 6 4 億 7 , 9 6 1 万 円 、 3 1 . 9％ が

市 税 な ど の 一 般 財 源 で 負 担 す る も の で あ り ま す 。  

繰 出 金 に つ き ま し て は 、 団 塊 世 代 の 後 期 高 齢 者 入 り が 進 み 、 被 保 険

者 数 の 減 少 で 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 へ の 繰 出 金 は 減 と な り ま し た が 、

後 期 高 齢 者 医 療 療 養 給 付 費 負 担 金 等 が 増 加 し た こ と か ら 、 前 年 度 対 比

7 , 5 5 2 万 2 , 0 0 0 円 、 4 . 2 2％ の 増 と な り ま し た 。 主 な も の は 、 介 護 保 険

特 別 会 計 繰 出 金 ７ 億 8 , 4 8 6 万 7 , 0 0 0 円 、 後 期 高 齢 者 医 療 療 養 給 付 費 負



担 金 ５ 億 6 , 9 8 6 万 5 , 0 0 0 円 、 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 繰 出 金 ３ 億 1 , 6 3 5

万 7 , 0 0 0 円 な ど で あ り ま す 。  

 

２  特 別 会 計  

2 0 2 3 年 度 特 別 会 計 の 決 算 は 、 第 1 2 表 ・ 第 1 3 表 の と お り で す 。  

 

３  財 産 に 関 す る 調 書  

2 0 2 3 年 度 の 財 産 に つ い て は 、 第 1 4 表 の と お り で す 。  



第９表

単位：円

予 算 現 額 収 入 済 額 構 成比 予算現額に 収 入 済 額 構 成比 増 減 額 増 減 率
Ａ ％ 対する割合 Ｂ ％ Ｃ （ Ａ － Ｂ ） Ｃ ／ Ｂ ％

1. 市 税 6,453,000,000 6,535,062,233 21.51 101.27 6,482,125,984 20.72 52,936,249 0.82

2. 地 方 譲 与 税 202,900,000 211,006,000 0.69 104.00 209,064,000 0.67 1,942,000 0.93

3. 利 子 割 交 付 金 1,800,000 1,965,000 0.01 109.17 2,432,000 0.01 △ 467,000 △ 19.20

4. 配 当 割 交 付 金 25,600,000 36,066,000 0.12 140.88 29,412,000 0.09 6,654,000 22.62

5. 株式等譲渡所得割交付金 23,500,000 35,942,000 0.12 152.94 21,260,000 0.07 14,682,000 69.06

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 99,400,000 106,150,000 0.35 106.79 116,391,000 0.37 △ 10,241,000 △ 8.80

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 1,262,000,000 1,278,687,000 4.21 101.32 1,296,630,000 4.14 △ 17,943,000 △ 1.38

8. ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 4,000,000 4,352,880 0.01 108.82 4,181,100 0.01 171,780 4.11

9. 環 境 性 能 割 交 付 金 13,500,000 17,186,000 0.06 127.30 13,742,000 0.04 3,444,000 25.06

10. 地 方 特 例 交 付 金 71,019,000 71,213,000 0.23 100.27 66,719,000 0.21 4,494,000 6.74

11. 地 方 交 付 税 5,652,860,000 5,652,860,000 18.61 100.00 5,438,088,000 17.38 214,772,000 3.95

12. 交通安全対策特別交付金 7,000,000 6,009,000 0.02 85.84 6,546,000 0.02 △ 537,000 △ 8.20

13. 分 担 金 及 び 負 担 金 358,668,000 353,517,291 1.16 98.56 310,446,253 0.99 43,071,038 13.87

14. 使 用 料 及 び 手 数 料 304,172,000 312,176,564 1.03 102.63 315,061,477 1.01 △ 2,884,913 △ 0.92

15. 国 庫 支 出 金 4,406,315,500 3,884,207,083 12.79 88.15 5,039,468,736 16.11 △ 1,155,261,653 △ 22.92

16. 県 支 出 金 1,512,571,680 1,421,181,047 4.68 93.96 1,574,322,145 5.03 △ 153,141,098 △ 9.73

17. 財 産 収 入 51,767,000 55,118,313 0.18 106.47 120,771,523 0.39 △ 65,653,210 △ 54.36

18. 寄 附 金 3,931,285,000 3,931,037,877 12.94 99.99 3,254,503,917 10.40 676,533,960 20.79

19. 繰 入 金 2,152,667,000 2,145,007,769 7.06 99.64 1,539,569,073 4.92 605,438,696 39.33

20. 繰 越 金 993,229,320 993,229,779 3.27 100.00 1,114,299,310 3.56 △ 121,069,531 △ 10.87

21. 諸 収 入 1,847,043,000 1,848,509,424 6.09 100.08 2,429,650,330 7.77 △ 581,140,906 △ 23.92

22. 市 債 2,156,000,000 1,474,800,000 4.86 68.40 1,904,300,000 6.09 △ 429,500,000 △ 22.55

歳    入

31,288,983,848 100.00100.00

区 分

2023年度　一 般 会 計 決 算 状 況

比　　　較

△ 2.9296.34 △ 913,699,588

2 0 2 3 年 度

30,375,284,260計 31,530,297,500

2 0 2 2 年 度



市税 21.51%

地方交付税 18.61%

寄附金 12.94%

国庫支出金 12.79%

繰入金 7.06%

諸収入 6.09%

市債 4.86%

県支出金 4.68%

地方消費税交付金 4.21%

繰越金 3.27%
分担金及び負担金 1.16%

その他 2.82%

2023年度 歳 入 決 算 状 況

歳入決算額 30,375,284,260円



第10表

歳    出 単位：円

予 算 現 額 支 出 済 額 構 成比 予算現額に 支 出 済 額 構 成比 増 減 額 増 減 率
Ａ ％ 対する割合 Ｂ ％ Ｃ （ Ａ － Ｂ ） Ｃ ／ Ｂ ％

1. 議 会 費 217,237,000 214,957,110 0.73 98.95 205,909,525 0.68 9,047,585 4.39

2. 総 務 費 7,624,137,000 7,487,548,038 25.43 98.21 7,284,031,309 24.04 203,516,729 2.79

3. 民 生 費 8,903,992,000 8,480,089,656 28.80 95.24 8,460,674,619 27.93 19,415,037 0.23

4. 衛 生 費 2,528,432,500 2,141,532,031 7.27 84.70 1,634,618,136 5.40 506,913,895 31.01

5. 労 働 費 189,457,000 175,559,013 0.60 92.66 179,766,819 0.59 △ 4,207,806 △ 2.34

6. 農 林 水 産 業 費 677,485,000 629,079,889 2.14 92.86 804,230,634 2.65 △ 175,150,745 △ 21.78

7. 商 工 費 1,622,352,000 1,585,025,737 5.38 97.70 1,783,050,385 5.89 △ 198,024,648 △ 11.11

8. 土 木 費 3,906,299,000 3,015,227,292 10.24 77.19 4,301,161,027 14.20 △ 1,285,933,735 △ 29.90

9. 消 防 費 933,521,000 918,230,782 3.12 98.36 919,925,311 3.04 △ 1,694,529 △ 0.18

10. 教 育 費 2,903,016,289 2,794,524,069 9.49 96.26 2,738,419,700 9.04 56,104,369 2.05

11. 公 債 費 2,004,647,000 2,001,646,995 6.80 99.85 1,983,966,604 6.55 17,680,391 0.89

12. 予 備 費 19,721,711 0 0.00 0.00 0 0.00 0 0.00

2023年度　一 般 会 計 決 算 状 況

計 31,530,297,500 29,443,420,612

区 分
2 0 2 3 年 度

100.00 93.38

比　　　較

△ 2.8130,295,754,069 100.00 △ 852,333,457

2 0 2 2 年 度



民生費 28.80%

総務費 25.43%

土木費 10.24%

教育費 9.49%

衛生費 7.27%

公債費 6.80%

商工費 5.38%

消防費 3.12%

農林水産業費 2.14%

議会費 0.73%

労働費 0.60%

2023年度 歳 出 決 算 状 況

歳出決算額 29,443,420,612円



第11表

歳    出 単位：千円

決 算 額 構 成比 決 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率
Ａ ％ Ｂ ％ Ｃ （ Ａ － Ｂ ） Ｃ ／ Ｂ ％

1. 人 件 費 4,774,171 16.21 4,914,380 16.22 △ 140,209 △ 2.85

2. 物 件 費 4,479,511 15.21 4,291,710 14.17 187,801 4.38

3. 維 持 補 修 費 282,405 0.96 221,833 0.73 60,572 27.31

4. 扶 助 費 4,652,786 15.80 4,434,317 14.64 218,469 4.93

5. 補 助 費 等 3,820,166 12.97 3,890,980 12.84 △ 70,814 △ 1.82

6. 普 通 建 設 事 業 費 3,094,814 10.51 4,207,360 13.89 △ 1,112,546 △ 26.44

7. 公 債 費 2,001,647 6.80 1,983,967 6.55 17,680 0.89

8. 積 立 金 3,334,607 11.33 3,424,431 11.30 △ 89,824 △ 2.62

9. 投 資 及 び 出 資 金 8,916 0.03 12,991 0.04 △ 4,075 △ 31.37

10. 貸 付 金 1,128,990 3.83 1,123,899 3.71 5,091 0.45

11. 繰 出 金 1,865,408 6.35 1,789,886 5.91 75,522 4.22

2023年度　一 般 会 計 決 算 状 況（性 質 別）

比 較

△ 2.8130,295,754 100.00 △ 852,333

2 0 2 2 年 度

計 29,443,421

区 分
2 0 2 3 年 度

100.00



人件費 16.21%

扶助費 15.80%

物件費 15.21%
補助費等 12.97%

積立金 11.33%

普通建設事業費 10.51%

公債費 6.80%

繰出金 6.35%

貸付金 3.83%

維持補修費 0.96%
投資及び出資金 0.03%

2023年度 歳 出 決 算 状 況（性質別）



第12表

 
歳    入 単位：円

予 算 現 額 収 入 済 額 構 成比 予算現額に 収 入 済 額 構 成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ 対する割合 Ｂ ％ Ｃ （ Ａ － Ｂ ） Ｃ ／ Ｂ ％

国 民 健 康 保 健 特 別 会 計 4,986,230,000 4,786,636,480 46.61 96.00 4,844,191,661 47.31 △ 57,555,181 △ 1.19

井 上 、 幸 高 、 九 反 田 、 中 島
財 産 区 特 別 会 計

8,343,000 8,334,799 0.08 99.90 8,627,019 0.08 △ 292,220 △ 3.39

介 護 保 険 特 別 会 計 4,677,348,000 4,680,874,754 45.58 100.08 4,596,135,874 44.89 84,738,880 1.84

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 793,398,000 794,341,366 7.73 100.12 790,483,171 7.72 3,858,195 0.49

2 0 2 2 年 度

10,465,319,000 10,270,187,399 100.00 0.30

2023年度　特 別 会 計 決 算 状 況

比　　　較

区 分

2 0 2 3 年 度

10,239,437,725 100.00 30,749,67498.14合　　　計



第13表

歳    出 単位：円

予 算 現 額 支 出 済 額 構 成比 予算現額に 支 出 済 額 構 成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ 対する割合 Ｂ ％ Ｃ （ Ａ － Ｂ ） Ｃ ／ Ｂ ％

国 民 健 康 保 健 特 別 会 計 4,986,230,000 4,704,916,978 46.88 94.36 4,753,021,651 47.57 △ 48,104,673 △ 1.01

井 上 、 幸 高 、 九 反 田 、 中 島
財 産 区 特 別 会 計

8,343,000 7,782,963 0.08 93.29 7,479,621 0.07 303,342 4.06

介 護 保 険 特 別 会 計 4,677,348,000 4,530,848,351 45.14 96.87 4,444,169,224 44.48 86,679,127 1.95

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 793,398,000 792,783,936 7.90 99.92 787,087,980 7.88 5,695,956 0.72

2023年度　特 別 会 計 決 算 状 況

合　　　計

区 分

2 0 2 3 年 度

10,465,319,000 10,036,332,228 100.00 95.90 44,573,752

比　　　較2 0 2 2 年 度

0.459,991,758,476 100.00



１．土 地 及 び 建 物 ２．山　林

土地 土地の権利区分 面積(㎡)

（地積）㎡ 木造 非木造 合計 所　　有 3,133,800

8,758 0 7,422 7,422 分　　収 53,400

7,206 1,343 3,249 4,593 一般会計　計 3,187,200

1,163 67 1,399 1,465 所　　有 1,449,750

学 校 教 育 施 設 319,776 486 98,259 98,744 特別会計　計 1,449,750

合 計 4,636,950

社 会 教 育 施 設 176,355 6,402 33,479 39,880

厚 生 関 係 施 設 49,420 9,180 10,078 19,258 ３．有価証券　　　

医 療 衛 生 施 設 46,298 523 3,120 3,643 区　　　分

商 工 観 光 施 設 90,519 864 7,811 8,675 株　　券 　

公 園 181,615 849 204 1,053 国 債 券

そ の 他 施 設 543,531 876 6,824 7,700 合 計

3,133,800 0 0 0

133,368 2,968 582 3,549

4,775,186 24,375 206,962 231,335

1,449,750 0 0 0

183,286 0 9 9

1,633,036 0 9 9

6,408,222 24,375 206,971 231,344

※小数点以下を四捨五入しているため合計が必ずしも一致しない場合があります。

年度末現在額

単位：円

82,760,500

そ の 他 施 設

102,570

山 林

公
　
共
　
用
　
財
　
産

83,378

立木の推定蓄積量(㎥)

財  産

第14表

75,271

財  産  及  び  公  債

建物（延面積）㎡
区　　　　　　分

1,178

一般会計　計

山 林

820 34,535 35,355

宅 地 ・ そ の 他

行
　
　
政
　
　
財
　
　
産

本 庁

消 防 施 設

普通
財産

宅 地 ・ そ の 他

特別会計　計

合 計

76,449

26,121

26,121

0

82,760,500

公 営 住 宅



　

４．基 金 及 び 積 立 金 単位：円

区　　　　　　　　　　　　　　　分区　　　　　　　　　　　　分 年度末現在額 区　　　　　　　　　　　　　　分 年度末現在額

用 品 調 達 基 金 0 奨 学 金 積 立 基 金 36,630,500

長野県収入証紙及び郵便切手類等購買基金 2,000,000 高 梨 兵 左 衛 門 奨 学 金 積 立 基 金 682,138

生 活 支 援 金 貸 付 基 金 500,000 蔵 の 町 並 み キ ャ ン パ ス 事 業 基 金 121,000

福 祉 医 療 費 資 金 貸 付 基 金 2,000,000 信 州 須 坂 ふ る さ と 応 援 基 金 2,229,996,199

財 政 調 整 基 金 3,663,152,000 新 エ ネ ル ギ ー 発 電 事 業 基 金 1,748,396

減 債 基 金 1,460,119,000 森 林 環 境 税 基 金 7,048,000

社 会 福 祉 基 金 45,552,000 庁 舎 建 設 基 金 100,000,000

商 工 業 振 興 基 金 3,287,140 一 般 会 計　　計 10,135,465,278

文 化 財 取 得 基 金 4,613,000 国 民 健 康 保 険 基 金 511,826,000

中 山 間 ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 10,050,000 国民健康保険高額医療費資金貸付基金 30,000,000

村石母子、父子家庭特別奨学金給付基金 8,929,000 国 民 健 康 保 険 出 産 費 資 金 貸 付 基 金 3,600,000

ふ れ あ い 地 域 福 祉 基 金 340,500,000 井上、幸高、九反田、中島財産区基金 228,128,000

公 共 施 設 等 整 備 基 金 2,036,218,000 介 護 給 付 費 準 備 基 金 683,089,000

職 員 退 職 手 当 基 金 155,968,000 特 別 会 計　　計 1,456,643,000

動 物 園 み ん な の 夢 基 金 26,350,905 合　　　　　　　　　　　　　計 11,592,108,278



５．出 資 に よ る 権 利 単位：円

区　　　　　　　　　　分 年度末現在高 区　　　　　　　　　　　分 年度末現在高

長 野 信 用 金 庫 出 資 金 10,000 ふ る さ と 市 町 村 圏 基 金 出 資 金 79,120,000

長 野 森 林 組 合 出 資 金 836,500 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 出 資 金 6,300,000

長 野 県 信 用 保 証 協 会 出 捐 金 13,898,600 県 林 業 コ ン サ ル タ ン ト 協 会 出 資 金 50,000

長 野 県 農 業 信 用 基 金 協 会 出 資 金 6,170,000 一 般 会 計　　計 165,305,100

須 坂 市 土 地 開 発 公 社 出 資 金 3,000,000

長 野 県 テ ク ノ 財 団 出 捐 金 25,920,000 長 野 森 林 組 合 出 資 金 20,500

須 坂 市 文 化 振 興 事 業 団 出 捐 金 30,000,000 特 別 会 計　　計 20,500

合　　　　　　　　　　　計 165,325,600

６．債　　　 権 単位：円

区　　　　　　　　　　分 年度末現在高

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 金 5,444,698

奨 学 金 貸 付 金 18,817,000

須 坂 温 泉 貸 付 金 177,572,213

社 会 福 祉 法 人 貸 付 金 6,071,438

合　　　　　　　　　　計 207,905,349



７．市 債 の 状 況 単位：千円

年度末現在額 年度末現在額

193,125

12,346,845 （１） 農 林 59,250

（１） 総 務 951,242 （２） 土 木 133,875

（２） 民 生 330,857 7,786,457

（３） 保 健 衛 生 141,703 （１） 市 民 税 等 減 税 補 て ん 債 19,731

（４） 水 道 49,580 （２） 減 収 補 て ん 債 52,600

（５） 清 掃 50,126 （３） 臨 時 財 政 対 策 債 7,714,126

（６） 労 働 18,400 20,326,427

（７） 農 林 356,875

（８） 商 工 301,230 特別会計　･　企業会計

（９） 土 木 4,247,575 （１） 下 水 道 事 業 債 13,373,926

（10） 消 防 171,867 （２） 農 業 集 落 排 水 事 業 債 302,620

（11） 教 育 4,485,019 （３） 上 水 道 事 業 債 1,775,485

（12） 公 営 住 宅 86,566 15,452,031

（13） 辺 地 1,155,805

35,778,458

８．一時借入金　　　　　　単位：千円

年度末現在額

0

目　　　的　　　別 目　　　的　　　別

合　　　　　　　　　　計

一　般　会　計

１．普　通　債

３．そ　の　他

２．災　害　復　旧　債

一 般 会 計　　計

特別・企業会計　　計


